
建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

目
標

36 ％ 37 ％ 38 ％

実
績

36 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

36 ％ 37 ％ 38 ％

実
績

36 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

88 ％ 88 ％ 88 ％

実
績

89.4 ％

達
成
率

101.6 ％

【Check】　　評価　／　【Action】改善

　市営住宅のマネジメント実
行計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
く。
　既存住宅の空き家を重点的
に工事し、効率的に事業を実
施している。今後も引き続き
計画的にバリアフリー化を進
めていく。
　ふれあい巡回員の活動につ
いては、増加する単身高齢者
へきめ細かい見守りを実施す
るため、対象人員の増加状況
を踏まえ、令和2年度にふれ
あい巡回員を1人増員した。
　令和3年度は、令和2年度の
増員によるふれあい巡回員の
活動結果を検証し、事業に活
かしていく。

　市営住宅のマネジメント実
行計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
く。
　既存住宅の空き家を重点的
に工事し、効率的に事業を実
施している。今後も引き続き
計画的にバリアフリー化を進
めていく。

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

⑪

順調

245,400

　優良賃貸住宅供給について
は、特優賃及び高優賃の入居
率の目標達成率（令和元年度
実績）が共に100％を超えて
おり、引き続き、家賃補助
（特優賃については令和2年
度で終了）及び同住宅のPR活
動を行っていく。

減額

1,431,2171
市営住宅整備
事業

3

施策番号
・施策名

No.
R1年度

⑪

特優賃及び高優
賃の入居率

80％
(H26年
度)

継続

継続

継続

成果の
方向性

2,082,931

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

高齢者ふれあい
巡回員の活動

―

維持

　低所得者や高齢者等が安心
して暮らせるよう、市営住宅
の整備を引き続き実施してい
く。
　令和2年度より、ふれあい
巡回員を1人増員した。より
きめ細かな見守り活動ができ
るよう、引き続き活動内容の
充実を図っていく。
　「優良賃貸住宅供給支援事
業」については、居宅支援を
一層充実したものとするた
め、引き続き、優良賃貸住宅
の家賃補助及びPR活動を行っ
ていく。

順調

順調108,150

　子育て・高齢世帯などが混
在するコミュニティづくりを
推進するため、引き続き、良
質な住宅の整備を計画的に実
施する。

増額

事業費
の増減

―

42％
(R7年
度)

―

R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績）

42％
(R7年
度)

―

R3年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

　本市では現在、
約33,000戸の市営
住宅を管理してお
り、老朽化の著し
い市営住宅の集約
建替や既存ストッ
クの有効活用を図
りながら、住宅に
困窮する低所得者
及び高齢者、障害
者、子育て世帯等
に住宅を供給する
ことにより、市民
の居住安定の確保
を図る。

―

R3年度

順調2,170,382

市営住宅のバリ
アフリー住戸の
供給率(累計)

―

単身高
齢者が
市営住
宅にお
いて安
心して
暮らせ
る環境
づくり

R3年度

市営住宅のバリ
アフリー住戸の
供給率(累計)

順調

―

11,075161,000

R2年度 人件費
（目安）

1,521,453

―

住宅
整備
課

住宅
管理
課

　本市では現在、
約33,000戸の市営
住宅を管理してお
り、老朽化の著し
い市営住宅の集約
建替や既存ストッ
クの有効活用を図
りながら、住宅に
困窮する低所得者
及び高齢者、障害
者、子育て世帯等
に住宅を供給する
ことにより、多世
代共生の住まいづ
くりを推進する。

2

Ⅱ-1-
(1)-③
子育
て・高
齢世帯
などが
混在す
るコ
ミュニ
ティづ
くり

市営住宅整
備・管理事業

住宅
計画
課

住宅
整備
課

住宅
管理
課

R3年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

173,591

80％以
上

(毎年
度)

R1年度
事業
評価

Ⅱ-1-
(1)-④
居住支
援の充
実

⑪
優良賃貸住宅
供給支援事業

　一定の基準を満
たす良質な賃貸住
宅（特定優良賃貸
住宅、高齢者向け
優良賃貸住宅）へ
の入居者に対して
家賃補助を行うこ
とにより、入居を
促進し、入居者の
居住の安定確保を
図る。
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

50 件 50 件 50 件

実
績

26 件

達
成
率

52.0 ％

目
標

300 件 300 件 300 件

実
績

495 件

達
成
率

165.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

空き
家活
用推
進室

　個々の空き家の
みでは敷地が狭く
進まない再整備
を、複数の空き家
を面的にまとめる
ことにより進める
もので、市が空き
家所有者を住宅事
業者につなぎ、建
替えやリノベー
ションを推進する
取り組みを実施す
る。

大変
順調

単年度目標
設定なし

―
3地区
(R3年
度)

―

―

立地条件等から
単独での売却等
が困難な空き家
の解消

※指標廃止

　モデル地区での再整備に着
手しており、令和2年度は、
モデル地区での取り組みを全
市に展開するため、協議会を
設立し、住宅事業者等及び地
元（自治会）から空き家情報
の提供を受ける取り組みを開
始した。
　令和3年度は、地元（自治
会）から空き家情報の提供を
受ける取り組みを全区に展開
するとともに、実施体制の整
備を行う。

【指標廃止・追加の理由】
　令和2年度より、住宅事業
者等及び地元（自治会）から
空き家情報の提供を受け、再
整備に向けて所有者調査等を
実施していくため、活動指標
を「所有者調査等を実施する
空き家数」に変更し、成果指
標を「再整備による空き家の
解消」とする。
　中期目標については、再整
備で解消する空き家数は所有
者の意向に左右され設定でき
ないため、「－」とする。

10,000

　「空き家等活用推進事業」
については、引き続き、空き
家所有者に対する普及・啓発
活動や、総合相談に取り組
む。また、空き家バンク業務
の効率化を図る。
　「空き家の面的対策推進事
業」については、モデル地区
での再整備に着手しており、
令和2年度は、モデル地区で
の取り組みを全市に展開する
ため、協議会を設立し、住宅
事業者等及び地元（自治会）
から空き家情報の提供を受け
る取り組みを開始した。
　令和3年度は、地元（自治
会）から空き家情報の提供を
受ける取り組みを全区に展開
するとともに、実施体制の整
備を行う。
　空き家（空地含む）のみを
対象とした「空き家の面的対
策推進事業」では、新たな手
法として、周辺の老朽家屋、
空地、狭あい道路等を一体と
して、街区単位での区画再編
の整備手法等の検討を進め
る。
　「老朽空き家等対策推進事
業」では、市民の安全・安心
を確保するため、空き家等発
生の防止から除却等の促進に
至るまでの空き家対策を推進
する。
　また、啓発パンフレットの
配布等によって、空き家の適
正管理や除却等をより積極的
に促進する。
　今後も増加が見込まれる老
朽空き家等の除却促進に引き
続き取り組む。

減額
空き家等活用
推進事業

空き
家活
用推
進室

　近年増加傾向に
ある空き家に対
し、市民の安全・
安心を確保するた
め、空き家等発生
の未然防止から、
流通・活用等の促
進に至るまで、
「空家等対策計
画」に基づき総合
的な空き家対策を
推進する。

大変
順調

6,400

増額 13,300拡大

1,800継続

212,044

単年度目標
設定なし

　引き続き、空き家所有者に
対する普及・啓発活動や、総
合相談に取り組む。また、空
き家バンク業務の効率化を図
る。

　地震から市民の安全、安心
を確保するために、引続き、
建築物等の地震対策などに取
り組みながら、市民や事業者
へのPRを行っていく。
　戸建て木造住宅の耐震化を
推進するために、アクション
プログラムに基づき戸別訪問
の実施など、国が定める総合
支援メニューを引き続き実施
し、民間建築物などの耐震化
の推進を図る。

順調137,210
50件
(毎年
度)

5,500

増額 9,700

―
300件
(毎年
度)

2,000

民間建築物を対
象とした耐震改
修費等補助実績

順調

6 ⑪
空き家の面的
対策推進事業

50件
(H26年
度)

　地震からの市民の安全、安
心を確保するため、引続き建
築物等の地震対策などに取り
組む。
　令和3年度からはブロック
塀除却の補助上限額を拡充す
るとともに、引続き、市民や
事業者に対する各種説明会・
講演会等での事業PRや住宅情
報誌などへの情報掲載、固定
資産税納税通知書への啓発チ
ラシの封入等を通じ、効果的
な普及啓発活動を行っていく
とともに、SNSを活用した補
助制度の周知などを行う。
　また、令和2年度から令和3
年度にわたる大規模建築物
(要緊急安全確認大規模建築
物)の耐震改修のため、補助
金の措置を行う。

Ⅲ-1-
(1)-①
快適な
住環境
の形成

⑪
空き家に関する
相談件数

Ⅱ-1-
(4)-⑤
公共施
設など
の耐震
化の推
進

4 ⑪
民間建築物耐
震改修費等補
助事業

建築
指導
課

　民間建築物の耐
震化を促進するた
め、一定の要件に
該当する木造住宅
やマンション、多
数の市民が利用す
る特定建築物等の
耐震化及び危険な
ブロック塀等の除
却に要する費用の
一部を補助する。

再整備（建替
え・リノベー
ション）を行う
ことによる空き
家の解消

※指標追加

―

継続

5
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 件 300 件 500 件

実
績

703 件

達
成
率

234.3 ％

目
標

1,630 戸

実
績

1,861 戸

達
成
率

114.2 ％

目
標

220 戸 260 戸

実
績

達
成
率

老朽空き家等
対策推進事業

小規模連鎖型区
画再編事業の検
討

―

小規模連鎖
型区画再編
事業の検討

―

167件
(H26年
度)

2,000― ―

大変
順調

500件
(毎年
度)

1,630戸
（H27～
R1年
度）

　令和3年度は補助上限額300
千円の区域を「都市機能を誘
導する区域」から「居住を誘
導する区域」に見直し、より
多くの老朽空き家等の除却促
進に取り組む。

【中期目標の変更内容】
　予算規模に合わせて補助金
額の見直しを行ったため。

23,45019,149

老朽空き家等除
却促進事業の累
計実施件数

202戸
(H26年
度)

260戸
(毎年
度)

― 3,650 ―

　空き家（空地含む）のみを
対象とした空き家の面的対策
推進事業では、狭あい道路等
の支障により整備範囲が限定
的となり、抜本的な課題解決
ができないケースがある。そ
のため、新たな手法として、
周辺の老朽家屋、空地、狭あ
い道路等を一体として、街区
単位での区画再編の整備手法
等の検討を進める。

　市民の安全・安心を確保す
るため、空き家等の発生の防
止から、除却等の促進に至る
までの空き家対策を推進す
る。
　また、啓発パンフレットの
配布によって、空き家の適正
管理や除却等をより積極的に
促進する。

減額24,344

空き
家活
用推
進室

　空き家と、周辺
の老朽家屋、空
地、狭あい道路等
を一体として、街
区単位での区画再
編の整備手法等の
検討を進める。

⑪

老朽空き家に関
する相談・通報
件数

継続 減額 23,450 順調

継続8
監察
指導
課

老朽空き家等除
却促進事業の実
施件数

※中期目標改訂

202戸
(H26年
度)

9

7

⑪

　人口減少や高齢
化等が進む本市に
おいては、今後
も、適正に管理さ
れず、周辺の居住
環境に悪影響を及
ぼす老朽空き家等
の増加が続くこと
が見込まれること
から、平成28年に
制定した「空家等
の適切な管理等に
関する条例」及び
同年策定した「空
家等対策計画」に
基づき、老朽空き
家等対策の強化を
図る。

⑪
老朽空き家等
除却促進事業

監察
指導
課

　倒壊や部材の落
下のおそれがある
など危険な空き家
等の除却を促進す
るため、家屋の除
却に要する費用の
一部を補助するこ
とにより、市民の
安全で安心な居住
環境の形成を図
る。

＜新＞空き家
等を活用した
小規模連鎖型
区画再編事業

100,000 90,000
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

120
世
帯

120
世
帯

120
世
帯

実
績

114
世
帯

達
成
率

95.0 ％

目
標

140
世
帯

100
世
帯

110
世
帯

実
績

118
世
帯

達
成
率

84.3 ％

目
標

70 ％ 70 ％ 70 ％

実
績

71.3 ％

達
成
率

101.9 ％

目
標

50 ％

実
績

58.4 ％

達
成
率

101.4 ％

1,372

100,000

100世帯
(毎年
度)

5,575

減額

11 ⑪
魅力ある街並
み形成

都市
景観
課

　本事業は、個性
的で魅力的な都市
景観の形成を目指
し、景観アドバイ
ザー制度の活用に
よる公共施設や大
型民間施設等の魅
力向上を図り、市
民が誇りと愛着を
持てる街並みづく
りを推進する。

70％
(H26年
度)

住宅
計画
課

⑪

114世帯
(R1年
度)

住宅取得補助世
帯数

　さらなる景観アドバイザー
制度の周知・活用推進を図る
ことで、個性的で魅力的な公
共施設や民間施設等による地
域特性を活かした風格のある
都市景観の形成を推進する。

順調減額

120世帯
(毎年
度) 　市内への定住・移住を支援

するため、引き続き事業を推
進する。
　令和3年度は、コロナ禍に
よる地方移住への関心の高ま
りを踏まえ、テレワーク等で
移住する世帯向けの補助枠を
新設する。
　さらに、親と同居又は近居
を目的に転入する子育て世帯
等を支援するため、募集枠の
拡大及び補助上限額の引き上
げを行う。

1,558

前年度
(57.6％)

超
前年度比増

個性的で魅力的
な都市景観の向
上
(景観が良く
なったと思う人
の割合)

85,000

48.9％
(H29年
度)

小倉都心地区の
夜間景観が良い
と感じている人
の割合

118世帯
(R1年
度)

順調

　社会動態プラスの達成に向
けて、本市への定住・移住を
一層推進するため、制度の拡
充や要件の緩和を行い、更な
る定住促進のための環境づく
りを進める。

22,875拡大

　本市への定住・
移住を推進するた
め、市外から移住
する世帯等に対
し、一定の要件を
満たす街なかの住
宅を取得又は賃借
する費用の一部を
補助する。

住むなら北九
州　定住・移
住推進の取組
み

順調

70％
(毎年
度)

継続

4,400増額3,6001,800継続
50％
(毎年
度)

賃貸住宅補助世
帯数

順調

Ⅲ-1-
(2)-②
風格の
ある都
市景観
づくり

　魅力ある街並み形成につい
ては、引き続き景観アドバイ
ザー制度の周知・活用を図る
ことで、個性的で魅力的な公
共施設や民間施設等による地
域特性を活かした風格のある
都市景観の形成を推進する。
　また、小倉都心地区夜間景
観魅力アップ事業について
は、夜間景観の魅力創出を図
るため、小倉あかり倶楽部を
活用し、民間事業者による夜
間景観づくりへの意識向上・
活動を促進するため、啓発活
動を実施する。

順調

10

Ⅲ-1-
(1)-②
定住促
進や地
域活性
化のた
めの環
境づく
り

12 ⑪
小倉都心地区
夜間景観魅力
アップ事業

都市
景観
課

　地域の民間事業
者等の夜間景観づ
くりへの意識向
上、参画への機運
を醸成するため、
小倉あかり倶楽部
の運用による民間
の参画を促進する
取組を実施するも
の。

　夜間景観の魅力創出を図る
ため、小倉あかり倶楽部を活
用し、民間事業者による夜間
景観づくりへの意識向上・活
動を促進するため、啓発活動
を実施する。
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

120
世
帯

120
世
帯

120
世
帯

実
績

114
世
帯

達
成
率

95.0 ％

目
標

140
世
帯

100
世
帯

110
世
帯

実
績

118
世
帯

達
成
率

84.3 ％

目
標

130 件 100 件 100 件

実
績

32 件

達
成
率

24.6 ％

22,875

38,000

85,000 順調

　市内への定住・移住を支援
するため、引き続き事業を推
進する。
　令和3年度は、コロナ禍に
よる地方移住への関心の高ま
りを踏まえ、テレワーク等で
移住する世帯向けの補助枠を
新設する。
　さらに、親と同居又は近居
を目的に転入する子育て世帯
等を支援するため、募集枠の
拡大及び補助上限額の引き上
げを行う。

120世帯
(毎年
度)

100件
(毎年
度)

　令和2年度より、補助対象
者・補助対象工事などについ
て見直しを行い、実績が目標
件数に達する見込みのため、
令和3年度も同様に事業を実
施する。

―

100世帯
(毎年
度)

114世帯
(R1年
度)

118世帯
(R1年
度)

増額 10,900拡大 遅れ 遅れ

100,000拡大 減額

　社会動態プラスの達成に向
けて、本市への定住・移住を
一層推進するため、住宅施策
の面から企業の立地を支援
し、市内定住を促進する。

順調

　耐震性能を有す
る（又は耐震改修
工事を行う）既存
住宅を取得・賃借
又は相続（生前贈
与含む）して自ら
居住するために実
施する、エコや子
育て・高齢化対応
に資する改修工事
に対してその費用
の一部を補助す
る。

空き
家活
用推
進室

⑪

住むなら北九
州　定住・移
住推進の取組
み

住宅
計画
課

　本市への定住・
移住を推進するた
め、市外から移住
する世帯等に対
し、一定の要件を
満たす街なかの住
宅を取得又は賃借
する費用の一部を
補助する。

Ⅳ-2-
(2)-①
高齢者
を中心
とした
健康・
生活支
援ビジ
ネスの
推進

Ⅳ-1-
(3)-③
人材供
給、住
環境整
備など
の立地
支援

⑧
⑪

住まいの安全
安心・流通促
進事業

14

　「住まいの安全安心・流通
促進事業」については、令和
2年度より、補助対象者・補
助対象工事などについて見直
しを行い、実績が目標件数に
達する見込みのため、令和3
年度も同様に事業を実施す
る。

賃貸住宅補助世
帯数

住宅取得補助世
帯数

13

エコや子育て・
高齢化対応にか
かる改修工事の
実施件数

30,000
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

実
績

1,898 戸

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

100.0 ％

減額78,897 71,008

単年度目標
設定なし

区域区分の見直
しの基準を策定
する

― 策定完了 14,000

257,000

―

区域区
分の見
直し
(R3年
度)

市街化区域
から市街化
調整区域へ
の編入手続

き

単年度目標
設定なし

―

2,271戸
(R4年
度)

継続

区域区分の
見直し基準

の策定

―

事業完
了

(R7年
度)

―

18,650

6,900

市街化区域
から市街化
調整区域へ
の編入手続

き

―

　「住宅市街地総合整備事
業」については、住宅市街地
整備計画に位置付けられた民
間建設事業に対し、費用の一
部を助成することで、良質な
市街地居住環境の整備の推進
を図る。
　「折尾地区総合整備事業」
については、令和3年度末の
短絡線高架切替による全鉄道
の高架化完了に向けて、着実
に進捗を図る。
　「災害に強くコンパクトな
まちづくり推進事業」につい
ては、見直し候補地内の住民
や土地所有者等の意見を丁寧
に聴いたうえで、都市計画原
案の作成を行う。
　「住むなら北九州定住・移
住推進の取組み」では、転入
者等の定住・移住の機会をと
らえ、引き続き「街なか」へ
の居住を誘導する。
　「立地適正化計画見直し」
では、令和2年度国勢調査結
果を指標として定期見直しを
行う。

単年度目標
設定なし

16,000
都市
計画
課

15

折尾
総合
整備
事務
所

16

　折尾駅周辺の鉄
道の立体化により
踏切を除去すると
ともに、一帯の幹
線道路整備や鉄道
跡地を含む土地区
画整理事業等の面
整備を総合的に実
施することによ
り、交通渋滞の解
消、住環境の改
善、まちの一体
化、回遊性の向上
などを図り、折尾
地区を魅力ある学
園都市として、ま
た、広域交通拠点
として整備する。

Ⅴ-1-
(1)-①
生活支
援施設
の立地
誘導や
「街な
か」居
住の促
進

⑪
⑬

災害に強くコ
ンパクトなま
ちづくり推進
事業

　平成30年7月豪雨
を受け、市街化区
域の斜面地住宅地
や、住宅地となり
うる市街化調整区
域において、適切
な土地利用の誘導
ができるよう、区
域区分の見直しを
進める。

継続 3,452,780 維持
折尾地区総合
整備事業

学園都市にふさ
わしい地域拠点
の形成

　市街化区域の斜面地住宅地
や、住宅地となりうる市街化
調整区域において、適切な土
地利用の誘導を促進するた
め、市街化区域と市街化調整
区域との区分の見直しを推進
する。

順調

　令和3年度末の短絡線高架
切替による全鉄道の高架化完
了に向けて、着実に進捗を図
る。

1,760戸
(H26年
度)

順調

継続

―

17

　住宅市街地整備
計画を策定し、こ
の計画に位置づけ
られた事業を行う
事業者に対し、市
街地住宅等の調査
設計計画費や共同
施設整備費等の一
部を補助し、事業
の進捗を図る。

まち
なか
再生
支援
課

住宅市街地総
合整備事業

⑪

⑨
⑪

―

住宅市街地総合
整備事業におけ
る住宅供給支援
戸数(累積)

順調

　事業者に対し、計画した事
業スケジュールに遅れがない
よう、積極的に指導・助言等
を行い調整することで、着実
に事業の推進を図る。

順調

増額

3,559,084
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

120
世
帯

120
世
帯

120
世
帯

実
績

114
世
帯

達
成
率

95.0 ％

目
標

140
世
帯

100
世
帯

110
世
帯

実
績

118
世
帯

達
成
率

84.3 ％

目
標

実
績

達
成
率

住宅取得補助世
帯数

賃貸住宅補助世
帯数

―

減額

114世帯
(R1年
度)

118世帯
(R1年
度)

100世帯
(毎年
度)

120世帯
(毎年
度)

拡大

5,000

　本市への定住・
移住を推進するた
め、市外から移住
する世帯等に対
し、一定の要件を
満たす街なかの住
宅を取得又は賃借
する費用の一部を
補助する。

住むなら北九
州　定住・移
住推進の取組
み

住宅
計画
課

18 ⑪

―

順調100,000 85,000 22,875

9,400

計画の
見直し
（R4年
度）

立地適正化計画
の見直しを行う

―

　立地適正化計画は、都市再
生特別措置法第84条に基づ
き、見直しを行うよう定めら
れている。
　今回の見直しにあたり、計
画策定以降最初の国勢調査で
ある令和2年度の結果を指標
として用いることとしている
ことから、速報値の発表等の
スケジュールに合わせて、こ
れまでの施策の評価を行うこ
ととしている。

誘導施策の
評価

―

　市内への定住・移住を支援
するため、引き続き事業を推
進する。
　令和3年度は、コロナ禍に
よる地方移住への関心の高ま
りを踏まえ、テレワーク等で
移住する世帯向けの補助枠を
新設する。
　さらに、親と同居又は近居
を目的に転入する子育て世帯
等を支援するため、募集枠の
拡大及び補助上限額の引き上
げを行う。

―19 ⑬
＜新＞立地適
正化計画見直
し業務

都市
計画
課

　都市再生特別措
置法に基づき、北
九州市立地適正化
計画について概ね5
年毎に分析・評価
を行い、施策の見
直しや防災指針を
検討する。
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

80 ％

実
績

達
成
率

目
標

24 ％

実
績

達
成
率

目
標

6 ％

実
績

達
成
率

目
標

0 ha 0 ha

実
績

達
成
率

18.2ha
(R6年
度)

― 350,000

計画
策定中

計画
策定中

計画
策定中

市内の公共交通
人口カバー率

※中期目標改訂

Ⅴ-1-
(3)-②
産業拠
点の整
備

21 ⑨
長野津田土地
区画整理事業

都市
再生
整備
課

　小倉東ICに近接
している長野津田
地区において、土
地区画整理による
物流拠点用地の開
発を行う長野津田
土地区画整理組合
に対して事業費の
一部を補助し、事
業の推進を図る。

物流拠点用地と
して整備された
宅地面積

―

順調

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進を促
すモビリティマネジメント等
を行い、公共交通の利用促進
に継続して取り組んでいく。
　また、2016年8月に策定し
た「北九州市環境首都総合交
通戦略（北九州市地域公共交
通網形成計画）」に基づき、
交通拠点間の連携強化や、誰
もが利用しやすい利便性の高
い公共交通を目指すととも
に、おでかけ交通への支援や
地域毎の特性に合った交通シ
ステムの導入に向けた取り組
みなどを強化し、街なか居住
を進めるまちづくりと一体と
なって、市民の足の確保と持
続可能な公共交通の実現を図
る

【中期目標の変更内容】
　次期計画の策定に合わせて
改訂するもの。

継続―

基準値
20％
(H17年
度)

―

―

―

　引き続き組合に対して事業
費の一部を補助し、事業の進
捗を図る。

――
　引き続き組合に対して事業
費の一部を補助し、事業の進
捗を図る。

単年度目標
設定なし

増額128,500

―

減額

基準値
80％
(H17年
度)

単年度目標
設定なし

―

15,375

20

都市
交通
政策
課

　環境首都総合交
通戦略は、本市で
の望ましい交通体
系を構築するた
め、既存の公共交
通機関を有効活用
し、その維持や充
実・強化を図る。
　過度なマイカー
利用から地球環境
にやさしい公共交
通や徒歩・自転車
への利用転換を図
り、市民の多様な
移動手段が確保さ
れた交通体系を構
築することを目指
す。

Ⅴ-1-
(1)-②
まちづ
くりと
連携し
た商業
機能の
活性化

16,150
環境首都総合
交通戦略の推
進

③
⑦
⑧
⑨
⑪
⑬

市内の公共交通
分担率

※中期目標改訂

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

基準値
69.7万
ｔ-CO2
(H17年
度)

自家用車CO2排
出量の削減(H17
年度比)

※中期目標改訂

300,000

137,372 順調

　「北九州市環境首都総合交
通戦略（北九州市地域公共交
通網形成計画）」に基づき、
交通拠点間の連携強化や、誰
もが利用しやすい利便性の高
い公共交通を目指すととも
に、おでかけ交通への支援
や、地域毎の特性に合った交
通システムの導入に向けた取
り組みなど、街なか居住を進
めるまちづくりと一体となっ
て、生活行動（買い物・通院
など）に応じた市民の足の確
保と持続可能な公共交通の実
現を図る。
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

11,356
人
/
日

11,356
人
/
日

実
績

達
成
率

目
標

450 戸 500 戸 550 戸

実
績

535 戸

達
成
率

118.9 ％

目
標

100 ％ 100 ％ 100 ％

実
績

100 ％

達
成
率

100.0 ％

22,200

長期優良住宅等
の認定件数の割
合

都市
再生
整備
課

Ⅴ-1-
(4)-①
省エネ
ルギー
（ネガ
ワッ
ト）の
推進

Ⅴ-1-
(3)-④
広域観
光拠点
の整備

歩行者通行量

11,356
人/日
（R2年
度）

継続

12,400
人/日
(R7年
度)

減額

100％
(毎年
度)

　R3年度で事業終了のため、
申請件数の精査を行った。R3
年度まで、各事業者と締結し
た基本協定に基づき、持続可
能な低炭素型のまちづくりを
誘導する。

　各事業者と締結した基本協
定に基づき、持続可能な低炭
素型のまちづくりを誘導す
る。

都市
再生
企画
課

　観光交流拠点と
して位置付けてい
る東田地区の魅力
を高め、更なる来
街者の増加を図る
ため、スペース
ワールド駅を中心
に、居心地よく歩
きたくなる環境を
整備する。

⑦
⑪

23

⑪
＜新＞東田地
区魅力向上事
業

　JR城野駅北側の
未利用国有地やUR
城野団地を中心と
する城野地区（約
19ha）において、
エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の
設置誘導、エネル
ギーマネジメント
によるエネルギー
利用の最適化、公
共交通の利用促進
など、様々な低炭
素技術や方策を総
合的に取り入れ
て、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅
街区を整備する。

住宅街区のス
マート化促進
事業

22

20,375

―

―純増住宅戸数

21,000 順調

550戸
(R3年
度)

13,650 ―

　東田地区では、現在「東田
ミュージアムパーク創造事
業」による文化観光を推進し
ており、2022年春には、新た
に新科学館や大型商業施設が
オープン予定で、さらなる地
区来訪者の増大が見込まれ
る。これを機に官民が連携し
公共空間の魅力向上を図ると
ともに、居心地よく歩きたく
なる環境を整備し、観光交流
拠点の中核に相応しい魅力あ
る都市環境の形成を推進す
る。

―

　東田地区では、2022年春、
新たに新科学館や大型商業施
設がオープン予定で、さらな
る地区来訪者の増大が見込ま
れる。これを機に官民が連携
し公共空間の魅力向上を図る
とともに、居心地よく歩きた
くなる環境を整備する。

順調

― ― 60,000 ―
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

80 ％

実
績

達
成
率

目
標

24 ％

実
績

達
成
率

目
標

6 ％

実
績

達
成
率

目
標

8
ヶ
所

8
ヶ
所

8
ヶ
所

実
績

9
ヶ
所

達
成
率

112.5 ％

―

継続

8ヶ所
(H25年
度)

継続

24

単年度目標
設定なし

―

―

基準値
80％
(H17年
度)

市内の公共交通
人口カバー率

※中期目標改訂

自家用車CO2排
出量の削減(H17
年度比)

※中期目標改訂

市内の公共交通
分担率

※中期目標改訂

基準値
69.7万
ｔ-CO2
(H17年
度)

―

順調

　公共交通空白地域における
高齢者等の生活交通を確保す
るため、おでかけ交通を運行
する事業者に対し助成を行
い、事業者負担の軽減を図る
とともに、おでかけ交通の導
入促進を図る。

― 128,500

順調

　おでかけ交通事業は、地
域・交通事業者が主体的に取
り組む事業であるが、市は交
通事業者に対する側面支援を
強化しすることで、新たに要
望のある地区において、導入
しやすいよう支援していく。

137,372

16,150

計画
策定中

8ヶ所
(R3年
度)

既運行地区にお
けるおでかけ交
通の維持

―

計画
策定中

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

　「北九州市環境首都総合交
通戦略（北九州市地域公共交
通網形成計画）」に基づき、
交通拠点間の連携強化や、誰
もが利用しやすい利便性の高
い公共交通を目指すととも
に、おでかけ交通への支援
や、地域毎の特性に合った交
通システムの導入に向けた取
り組みなど、街なか居住を進
めるまちづくりと一体となっ
て、生活行動（買い物・通院
など）に応じた市民の足の確
保と持続可能な公共交通の実
現を図る。

順調
計画
策定中

順調

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進を促
すモビリティマネジメント等
を行い、公共交通の利用促進
に継続して取り組んでいく。
　また、2016年8月に策定し
た「北九州市環境首都総合交
通戦略（北九州市地域公共交
通網形成計画）」に基づき、
交通拠点間の連携強化や、誰
もが利用しやすい利便性の高
い公共交通を目指すととも
に、おでかけ交通への支援や
地域毎の特性に合った交通シ
ステムの導入に向けた取り組
みなどを強化し、街なか居住
を進めるまちづくりと一体と
なって、市民の足の確保と持
続可能な公共交通の実現を図
る。

【中期目標の変更内容】
　次期計画の策定に合わせて
変更するもの。

16,150

増額

Ⅴ-2-
(3)-②
おでか
けしや
すい移
動手段
の確保

環境首都総合
交通戦略の推
進

　環境首都総合交
通戦略は、本市で
の望ましい交通体
系を構築するた
め、既存の公共交
通機関を有効活用
し、その維持や充
実・強化を図る。
　過度なマイカー
利用から地球環境
にやさしい公共交
通や徒歩・自転車
への利用転換を図
り、市民の多様な
移動手段が確保さ
れた交通体系を構
築することを目指
す。

25

③
⑦
⑧
⑨
⑪
⑬

環境首都総合
交通戦略の推
進（おでかけ
交通事業）

都市
交通
政策
課

都市
交通
政策
課

　おでかけ交通事
業は、バス路線廃
止地区やバス路線
のない高台地区な
どにおいて、地域
住民の交通手段を
確保するため、採
算性の確保を前提
として、地域住
民、交通事業者、
市の三者がそれぞ
れの役割分担のも
とで連携して、
ジャンボタクシー
等を運行する。

③
⑦
⑧
⑨
⑪
⑬

Ⅴ-2-
(3)-①
公共交
通の利
便性の
向上

単年度目標
設定なし

基準値
20％
(H17年
度)

137,372

増額

128,500

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

4,800 戸 5,000 戸 5,200 戸

実
績

4,777 戸

達
成
率

99.5 ％

目
標

8,918 戸 9,200 戸 9,586 戸

実
績

8,531 戸

達
成
率

95.7 ％

95,250減額

―

10,432
戸

(R7年
度)

1,097,007

耐震改修工事累
計戸数

※中期目標改訂

5,200戸
(R3年
度)

6,605戸
(H27年
度)

市営住宅のバリ
アフリー化工事
(すこやか改善
事業)累計戸数

※中期目標改訂

継続 1,182,827

　市営住宅の有効活用を図る
ため、引き続き、住戸のバリ
アフリー化や耐震改修工事を
計画的に実施する。

順調

　既存住宅の空き家を重点的
に工事し、効率的に事業を実
施している。今後も引き続き
計画的にバリアフリー化を進
めていく。
　市営住宅を耐用年数まで有
効に活用するため、安全性確
保を引き続き推進する。

【中期目標の変更内容】
　市営住宅のバリアフリー化
工事（すこやか改善事業）の
実施については、設定してい
た中間目標年度（令和2年
度）を迎えたため、新たに令
和3年度までの目標として、
5,000戸から5,200戸に変更す
る。
　耐震改修事業の当初の中期
目標年度（令和2年度）を迎
えたので、新たに令和7年度
までの目標として、9,200戸
から10,432戸に変更する。

順調

Ⅴ-3-
(2)-①
都市基
盤・施
設の有
効活用

26 ⑪
市営住宅既存
ストック整備
事業

住宅
整備
課

住宅
管理
課

　既存の市営住宅
の居住水準および
安全性を確保する
為、住戸のバリア
フリー化（すこや
か改善事業）や耐
震性の低い住棟の
耐震改修等を行
い、既存ストック
の有効活用を図
る。
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

15 件 15 件 15 件

実
績

25 件

達
成
率

166.7 ％

目
標

450 戸 500 戸 550 戸

実
績

535 戸

達
成
率

118.9 ％

目
標

100 ％ 100 ％ 100 ％

実
績

100 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

130 件 100 件 100 件

実
績

32 件

達
成
率

24.6 ％

20,375

維持

継続

100件
(毎年
度)

―

210 990
　引き続き、届出を促す普及
活動を実施する。

拡大 30,000

継続

38,000 増額

15件
(H26年
度)

減額

210

22,200

15件
(毎年
度)

北九州市建築物
総合環境性能評
価制度(CASBEE
北九州)の届出
件数

100％
(毎年
度)

550戸
(R3年
度)

21,000

―

10,900

順調

　R3年度で事業終了のため、
申請件数の精査を行った。R3
年度まで、各事業者と締結し
た基本協定に基づき、持続可
能な低炭素型のまちづくりを
誘導する。

大変
順調

　「民間建築物等指導業務」
については、引き続き環境に
配慮した良質な住宅ストック
の形成のため、北九州市建築
物総合環境性能制度の届出を
促す普及啓発活動を実施す
る。
　「住宅街区のスマート化促
進事業」については、各事業
者と締結した基本協定に基づ
き、持続可能な低炭素型のま
ちづくりを誘導する。
　「住まいの安全安心・流通
促進事業」については、令和
2年度より、補助対象者・補
助対象工事などについて見直
しを行い、実績が目標件数に
達する見込みのため、令和3
年度も同様に事業を実施す
る。

順調

遅れ

　令和2年度より、補助対象
者・補助対象工事などについ
て見直しを行い、実績が目標
件数に達する見込みのため、
令和3年度も同様に事業を実
施する。

住宅街区のス
マート化促進
事業

―

長期優良住宅等
の認定件数の割
合

エコや子育て・
高齢化対応にか
かる改修工事の
実施件数

純増住宅戸数

29

　建築物は、エネ
ルギーの消費や廃
棄物の発生など、
環境に対し様々な
影響を与えてい
る。また、地球温
暖化対策をはじめ
とする環境問題に
対し、建築分野で
の取組は大きな役
割を担っている。
CASBEE北九州（北
九州市建築物総合
環境性能評価制
度）は、延床面積
2,000㎡以上の建築
物の新築等を行う
建築主が建築物の
環境性能を自己評
価し、その結果を
市に届け出る制度
であり、この制度
の普及により、環
境配慮型建築物の
整備促進を図る。

建築
指導
課

⑧
⑪

⑫

⑦
⑪

27
民間建築物等
指導業務

28

都市
再生
整備
課

　JR城野駅北側の
未利用国有地やUR
城野団地を中心と
する城野地区（約
19ha）において、
エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の
設置誘導、エネル
ギーマネジメント
によるエネルギー
利用の最適化、公
共交通の利用促進
など、様々な低炭
素技術や方策を総
合的に取り入れ
て、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅
街区を整備する。

住まいの安全
安心・流通促
進事業

空き
家活
用推
進室

　耐震性能を有す
る（又は耐震改修
工事を行う）既存
住宅を取得・賃借
又は相続（生前贈
与含む）して自ら
居住するために実
施する、エコや子
育て・高齢化対応
に資する改修工事
に対してその費用
の一部を補助す
る。

Ⅵ-2-
(1)-①
環境に
配慮し
た良質
な住
宅・建
築ス
トック
の形成
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建築都市局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

施策番号
・施策名

No.
R1年度

成果の
方向性

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業費
の増減R2年度

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
事業評価の成果指標（目標・実績） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）R3年度

R3年度R2年度 人件費
（目安） R3年度に向けて

強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

R1年度
局施策
評価

R1年度
事業
評価

目
標

80 ％

実
績

達
成
率

目
標

24 ％

実
績

達
成
率

目
標

6 ％

実
績

達
成
率

目
標

1 回 1 回 1 回

実
績

3 回

達
成
率

300.0 ％

137,372

市内の公共交通
分担率

※中期目標改訂

基準値
20％
(H17年
度)

増額

　「北九州市環境首都総合交
通戦略（北九州市地域公共交
通網形成計画）」に基づき、
交通拠点間の連携強化や、誰
もが利用しやすい利便性の高
い公共交通を目指すととも
に、おでかけ交通への支援
や、地域毎の特性に合った交
通システムの導入に向けた取
り組みなど、街なか居住を進
めるまちづくりと一体となっ
て、生活行動（買い物・通院
など）に応じた市民の足の確
保と持続可能な公共交通の実
現を図る。

順調 順調16,150128,500

―
大変
順調

　下関北九州道路の早期実現
に向け、関係団体と協働で要
望活動や調査研究活動に取り
組んでいく。

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進を促
すモビリティマネジメント等
を行い、公共交通の利用促進
に継続して取り組んでいく。
　また、2016年8月に策定し
た「北九州市環境首都総合交
通戦略（北九州市地域公共交
通網形成計画）」に基づき、
交通拠点間の連携強化や、誰
もが利用しやすい利便性の高
い公共交通を目指すととも
に、おでかけ交通への支援や
地域毎の特性に合った交通シ
ステムの導入に向けた取り組
みなどを強化し、街なか居住
を進めるまちづくりと一体と
なって、市民の足の確保と持
続可能な公共交通の実現を図
る。

【中期目標の変更内容】
　次期計画の策定に合わせて
変更するもの。

― ― ― ―
1回

(毎年
度)

計画
策定中

計画
策定中

継続 ―

計画
策定中

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

継続

単年度目標
設定なし

自家用車CO2排
出量の削減(H17
年度比)

※中期目標改訂

基準値
69.7万
ｔ-CO2
(H17年
度)

―

―

単年度目標
設定なし

―

市内の公共交通
人口カバー率

※中期目標改訂

1回
(H28年
度)

基準値
80％
(H17年
度)

【施策の指標】
早期実現のため
の要望活動を共
同で実施

【施策評価の
み】
下関北九州道
路にかかる要
望・提案活動
の実施
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③
⑦
⑧
⑨
⑪
⑬

Ⅵ-2-
(1)-②
環境に
配慮し
た都市
基盤・
施設の
整備・
維持管
理

30
環境首都総合
交通戦略の推
進

都市
交通
政策
課

　環境首都総合交
通戦略は、本市で
の望ましい交通体
系を構築するた
め、既存の公共交
通機関を有効活用
し、その維持や充
実・強化を図る。
　過度なマイカー
利用から地球環境
にやさしい公共交
通や徒歩・自転車
への利用転換を図
り、市民の多様な
移動手段が確保さ
れた交通体系を構
築することを目指
す。

⑨
⑪

Ⅶ-3-
(2)-④
広域連
携に資
する社
会基盤
の整備
に向け
た取組
の推進

都市
交通
政策
課

【施策の内容】
　地域連携に資す
る社会基盤の整備
に向けた取組の一
環として、下関北
九州道路を推進す
るため、国や関係
機関に対して要
望・提案活動を実
施する。
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